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研究は新展開を示 している。農村救済及び都市問題対策 という多面性をもつ積極的体制統合策 とし
て提起された両税委譲は、長期的には農村財政救済の不十分性のため地方財政調整制度にとってか
わられたのであるが、20年 代末についてみれば、国際的圧力と財界 ・各業界の動向から金解禁圧力







関税率を全面的に改定 した1926年 関税改革においては、商品加工度1の高い産業の利害を重視 しつ
つ重化学工業の育成をはかる税率引き上げ、独占組織の強い軽工業に関する保護関税の継続 ・強化、


























れたか という点を、とくに1926年 の全般的整理 ・改革を中心に考察したものである。この時期に関
する従来の財蕨 的研究においては・税制鯉 問題嘱 する考察砂 なく・輪 辛はその空螂 分
を埋めるものとして貴重な成果である。また、税制整理の内容 ・意義の考察にとどまらず、その政
策形成 ・決定のプロセスの考察をも重視 している点は、池上氏の政治学的素養を充分に生か したも
のとなってお り、本論文の優れた特徴となっている。
本論文は、全5章 か ら構成されている。以下、各章に即 してその要点を述べる。
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路線(軍 縮)を 挙げ、全体として、1920年 代を 「平時的現代資本主義化」の時期 としている。 した
がって、この期の租税政策は、こうした現代資本主義化の性格を反映 したものととらえるのである。
以上の理論的枠組みを前提として、池上氏は、まずその視点から1920年 代財政を概観 したうえで、
分析の視角 ・方法として、当時の政策課題 と租税政策 との関連を、政策形成過程の特徴および税制
改革の二面から検討するとしている。とくに政策形成過程の考察に当たっては、政府 ・財界の動向
のみならず、各政党、業種別団体、労働組合、学者等の動向をも分析対象として取 り上げている。












は参考案 とされるにとどまった。 しか し特別委員会での論点は、のちの1926年 の全般的税制整理に
取 り入れ られたものも多く、池上氏は、これを1920年 代税制整理の起点と位置づけている。
この参考案の性格を明確にするため、池上氏は、これをプロイセンのミーケルの税制改革 と比較
検討す観 両者はともに財産税を創設するものであるが、 ミーケルの改革は、所得税の大衆課税を






























































ロセスの詳細な考察によってつないでい く手法は、従来のやや もすれば改革結果から評価 していく
研究視角に比べて、その政策課題の本質をより深 く、明確にとらえるものとなっている。その政策












が提示されず、学説的検討の枠内で現代資本主義の性格を把握 した ことと関連 している。第二に、
各政党の政策課題の吟味は詳細であるが、当時の日本の政策課題が世界の中では どういう位置にあ
るのか、 日本の現代資本主義のもつ独自性の理解が弱い。 これは、関税改革のなかで、1911年 の不
平等条約の改正に一言もふれていない点などに現れている。
しか し、そ うした弱点を差 し引いても、なお本論文は貴重な成果であ り、今後の研究発展を充分
に期待 し得るものである。
以上に より、本論文は経済学博士論文 として合格と判定する。
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